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海洋教育は未来を支える学校教育のテーマです

人類は、海洋から多大な恩恵を受けるとともに、海洋環境に少なからぬ影響を与えており、海洋と人類の共生は国民的な重要課題となっています。

海洋教育は、海洋と人間の関係についての国民の理解を深めるとともに、海洋環境の保全を図りつつ国際的な理解に立った平和的かつ持続可能な
海洋の開発と利用を可能とする知識、技能、思考力、判断力、表現力を有する人材の育成を目指しています。 この目的を達成するために、海洋教
育は、海に親しみ、海を知り、海を守り、海を利用する学習を推進します。

「小学校における海洋教育の普及推進に関する提言」初等教育における海洋教育の普及推進に関する研究会, 2008

VISION
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心に海を抱く

地球表面の約7割を占める海は、人を含む全ての生物が生き

ていける空間として、地球を維持しています。しかし、人の

及ぼす影響に対する海の包容力が限界を迎えようとしている

今、私たち一人ひとりが、海そのものに関する知識と体験に

基づき、自分たちと海との関係を絶えず意識し、海が抱える

課題を自分ごととして捉え、地球規模の視野で主体的に海に

かかわることができるようになる必要があります。

海に支えられた私たちの生活を守り未来に引き継いでいくた

めの知識と体験を得る学びとして、海洋教育が求められてい

るのです。

海洋教育パイオニアスクールプログラムは、学校や教育委員

会等に対する支援を通じて、学校での海洋教育の面的な広が

りと質的な向上を図ることを目的としています。

海洋教育の4つのキーワード
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ACTION01：助成事業
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2022年度
海洋教育パイオニアスクールプログラム
採択校

2023年度
海洋教育パイオニアスクールプログラム
採択校

2023年度は、単元開発部門において90校、地域展開部門に

おいて7地域78校、計168校へ海に関する学習に対しての助

成を行いました。そのうち55校は、2023年度に初めて支援

させていただいた学校です。

地域展開部門においては、2023年度より新たに最大3年の新

規募集を行い、2019～2022年度にかけて地域展開部門で活

動を行った教育委員会のうち5地域(羅臼町・洋野町・気仙沼

市・阪南市・与論町)に加え、新たに2地域(鶴岡市・君津市)

を採択しました。

各学校の実施概要などは採択校一覧に掲載しておりますので、

ぜひご覧ください。

https://www.spf.org/pioneerschool/program/school.html?list_year=2023

部門 採択校数 都道府県数

単元開発部門 90校 32都道府県

地域展開部門 78校(7地域) 7道府県

計 168校 37都道府県

https://www.spf.org/pioneerschool/program/school.html?list_year=2023
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北海道 標津町 北海道標津高等学校 北海道 函館市 はこだて海洋教育推進会議

山形県 鶴岡市 鶴岡市立あつみ小学校 山形県 鶴岡市 山形県海洋教育研究会

山形県 鶴岡市 鶴岡市立鼠ヶ関小学校 山形県 鶴岡市 第75回山形県海洋教育研究協議会

山形県 鶴岡市 鶴岡市立湯野浜小学校 山形県 鶴岡市 鶴岡市校長会

山形県 天童市 天童市立寺家小学校 山形県 鶴岡市 令和5年度鶴岡市海洋教育推進事業全体説明会

千葉県 君津市 君津市立周西の丘小学校 千葉県 千葉市 JpGU(Japan Geoscience Union Meeting) 2023

東京都 豊島区 豊島区立千登世橋中学校 千葉県 柏市 第10回水族館シンポジウム

東京都 豊島区 豊島区立西巣鴨中学校 東京都 江東区 第2回 海の学びコーディネーター会議

東京都 町田市 玉川学園 東京都 港区 日本学術会議フューチャーアース分科会海の学びカリキュラム小委員会 フォーラム

東京都 東大和市 東大和市立第三中学校 東京都 千代田区 島づくりフォーラム「博物館を活用した島づくり」

東京都 八王子市 八王子市立横山中学校 東京都 千代田区 「里海セミナーin大手町～高知のはしっこ柏島～東京のど真ん中へ～」

東京都 八王子市 八王子市立恩方中学校 東京都 日野市 日野市環境フェア

東京都 西東京市 西東京市立柳沢中学校 東京都 八王子市 八王子環境フェスティバル

大阪府 阪南市 阪南市立尾崎小学校 東京都 文京区 第18回「東京大学の海研究」シンポジウム「海に生きる次世代を育てる」

山口県 下関市 下関市立養治小学校 神奈川県 横浜市・川崎市 第56回全国小学校理科研究協議会

山口県 周防大島町 大島商船高等専門学校 神奈川県 相模原市 日本生活科・総合的学習教育学会 第32回 全国大会 神奈川大会

山口県 柳井市 柳井市立大畠小学校 三重県 津市 2023年度日本動物学会中部支部大会

高知県 宿毛市 宿毛市立咸陽小学校 大阪府 阪南市 令和5年度第2回阪南市海洋教育推進協議会

台湾 台南市 臺南市安平區億載國民小學漁光分校 山口県 周防大島町 周防大島町校長会

台湾 台南市 臺南市安平區西門実験小學 ESD-Net 2030グローバル会合

台湾 台南市 台湾海洋国際フォーラム

カナダ ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ IPMEN(International Pacific Marine Educator Network) 2023 conference Canada

岩手県 大槌町 大槌町教育委員会

山形県 鶴岡市 鶴岡市教育委員会

山形県 酒田市 酒田市教育センター 北海道 標津町 標津サーモン科学館

千葉県 君津市 君津市教育委員会 宮城県 気仙沼市 気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館

千葉県 勝浦市 勝浦市教育委員会　 山形県 鶴岡市 渚の交番カモンマーレ

東京都 中央区 中央区教育委員会 山形県 鶴岡市 庄内藩校致道館

東京都 豊島区 豊島区教育委員会 福島県 いわき市 アクアマリンふくしま

大阪府 阪南市 阪南市教育委員会 愛知県 碧南市 碧南海浜水族館

山口県 周防大島町 周防大島町教育委員会 千葉県 君津市 君津市漁業資料館

高知県 宿毛市 宿毛市教育委員会 東京都 江東区 環境学習情報館（えこっくる江東）

山口県 下関市 下関市立しものせき水族館｢海響館｣

山口県 周防大島町 なぎさ水族館

岩手県 大槌町 東京大学大気海洋研究所大槌沿岸センター 山口県 周防大島町 宮本常一記念館

山形県 山形市 山形大学 山口県 周防大島町 日本ハワイ移民資料館

東京都 港区 東京海洋大学 高知県 高知市 高知城歴史博物館

高知県 土佐清水市 足摺海洋館「SATOUMI」

沖縄県 竹富町 西表島野生生物保護センター

宮城県 気仙沼市 NPO法人「森は海の恋人」

神奈川県 横須賀市 JAMSTEC

高知県 大月町 NPO法人黒潮実感センター 北海道 函館市 函館自由市場・函館朝市

沖縄県 竹富町 西表財団 宮城県 気仙沼市 気仙沼市魚市場

沖縄県 竹富町 西表島エコツーリズム協会 沖縄県 竹富町 西表島バナナハウス

その他

社会教育施設

NPO等

学校

教育委員会

大学

イベント

オンライン

ACTION02：現地調査
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本プログラム採択校をはじめ、多くの学校や教育委員会、社

会教育施設や関連団体を訪問し、実際の活動の見学や実践に

関するヒアリングを行いました。また、海洋や教育関連のイ

ベントにも多数参加し、海外の学校視察やイベントでの発表

も行いました。

現地調査には(1)採択校の活動状況の視察や成果・課題等の

ヒアリング、(2)その学校や地域についてより深く知り、海

洋教育の意義や課題について分析する、(3)各学校や地域の

教育事情をふまえた海洋教育推進の提案を行う、(4)海洋教

育を実践している教職員のみなさんや関係団体の方々と直接

交流しネットワークを作る、など多くの目的があります。

現地調査を通じて知ることができた課題を解決するために、

本プログラムとしてどのような支援が可能なのかを検討して

いくとともに、引き続きなるべく多くの現場を訪れ、たくさ

んの方々とネットワークを広げることで、海洋教育の気運の

盛り上がりと海洋教育“文化”の形成を進めていきたいと考え

ております。
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回 開催日 話題提供者

第8夜 4/21 一般社団法人 能登里海教育研究所 主幹研究員　浦田 慎さん

第9夜 5/19 海と博物館研究所 所長　高田 浩二さん

第10夜 6/30 笹川平和財団 海洋政策研究所　小熊 幸子

第11夜 8/25 鶴岡市立あつみ小学校 校長　里見 研 さん

第12夜 9/8 ざっこCLUB 代表 佐藤 達也 さん

第13夜 10/13 屋代島さとうみネットワーク 田中 貞徳 さん

第14夜 11/24
かまいしこども園 小笠原 みなみ さん・芳賀 瑞穂 さん

すなどり舎 齋藤 孝信 さん

第15夜 12/22 鳳凰高等学校 中村 太悟 さん

第16夜 1/26
お茶の水女子大学 サイエンス＆エデュケーション研究所（ISE）

特任講師　里 浩彰 さん

第17夜 3/1 君津市教育センター 主査　田仲 永和さん

ACTION03：イベント開催
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2023年度海洋教育研究会

本プログラム採択校や地域による様々な活動報告をもとに、

議論や意見交換を通して、海洋教育の実践に向けたさらなる

理解を深めていただくことを目的として、海洋教育研究会を

毎年開催しています。海洋教育に興味・関心のある方々にさ

まざまな地域の実践を知っていただき、参加者同士のネット

ワーク構築となるきっかけのひとつとしても考えています。

2023年度は7月28日(金)に海遊館ホール(大阪)とオンライン

のハイブリッドで開催しました。第Ⅰ部では、神田優さん

(黒潮実感センター センター長)、川邉由里子さん(海遊館飼

育展示部普及交流 チームマネージャー)、高田浩二さん(海と

博物館研究所 所長)より、社会教育施設との連携をテーマに

話題提供をいただきました。第II部では、北は北海道羅臼町

から南は沖縄県豊見城市まで、様々な地域・校種より10件の

実践報告がなされ、海を学ぶ・教える中で生じている課題に

ついて活発な意見交換がなされました。現地・オンライン併

せて約160名の方にご参加いただきました。

https://www.spf.org/pioneerschool/event/OceanEducationConference.html

全国海の学び発表交流会2023

2022年度より開始した【全国海の学び発表交流会】は、全

国の幼児・児童・生徒のみなさんが取り組んでいる海の学び

を発表し交流することができる場の創出を目的としています。

2023年度は2024年2月10日(土)にオンラインで開催しました。

9:40-11:45は第1部として小学校4校(江田島市立三高小学

校・羅臼町立羅臼小学校・羅臼町立春松小学校・気仙沼市立

鹿折小学校)、12:55-16:00は第2部として中学校4校(羅臼町

立知床未来中学校・青森山田中学校・新島村立式根島中学

校・駒場東邦中学校)・高等学校2校(羅臼町立羅臼高等学

校・逗子開成中学校・高等学校)、計10校から11題の発表を

いただきました。日々の活動の共有や課題への解決策、今後

取り組みたい活動など様々な発表がなされ、意見交換が活発

に行われました。

保護者も含め総勢160名を超える皆様に参加登録をいただけ

ました。アンケートでは「地域に根ざした自分なりの学びを、

自分の言葉で表現しようとしていた」「対面と配信の両方で

の開催を期待」等、多くの声をいただきました。

      https://www.spf.org/pioneerschool/event/20240210_OLCA.html

海洋教育研究会サンセットトーク

2022年度より、本プログラム採択校の活動報告等を話題と

して、夕凪の1時間でより気軽に意見や情報交換を行うこと

ができるような場を作ることを目指して【海洋教育研究会サ

ンセットトーク】を開始しました。参加者の実践の質向上に

役立てていただけるような場、そして参加者同士のネット

ワークを広げるきっかけとなるような場を目指しています。

2023年度は計10夜開催し、12名より話題提供をいただきま

した。延べ286名の参加登録をいただき、毎夜海洋教育への

想いや裏話も含め、活発な議論がなされました。

https://www.spf.org/pioneerschool/event/OceanEducationConference.html

https://www.spf.org/pioneerschool/event/OceanEducationConference.html
https://www.spf.org/pioneerschool/event/20240210_OLCA.html
https://www.spf.org/pioneerschool/event/OceanEducationConference.html
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ACTION04：出前授業
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出前授業アンケート結果

各設問に関して「1: まったくそう思わない」から「5: とてもそう思う」の5段

階で評価。n=15、横軸は％。ラベルにない選択肢の回答率は0％。

2023年度 出前授業実施校

北海道 羅臼町立羅臼小学校 新潟県 佐渡市立両津小学校

北海道 羅臼町立春松小学校 京都府 京都市立養正小学校

北海道 羅臼町立知床未来中学校 大阪府 大阪市立東三国小学校

北海道 東海大学付属札幌高等学校 大阪府 YMCA総合研究所

宮城県 気仙沼市立鹿折小学校 兵庫県 西宮市立西宮高等学校

山形県 鶴岡市立朝暘第三小学校 岡山県 矢掛町立川面小学校

福島県 只見町立朝日小学校 広島県 AICJ中学・高等学校

群馬県 草津町立草津小学校 福岡県 北九州市立井堀小学校

千葉県 佐倉市立井野小学校
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子どもたちにとって理解しやすい内容だと思われましたか。

4 5

0 20 40 60 80 100

子どもたちにとって興味が湧く内容だと思われましたか。

4 5

0 20 40 60 80 100

先生ご自身にとって理解しやすい内容でしたか。

4 5

0 20 40 60 80 100

先生ご自身にとって興味が湧く内容でしたか。

3 4 5
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これまでの学びと接続するポイントを見つけることができましたか。

4 5
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また機会があればこのような出前授業を活用したいと思いますか。

はい

40%

いいえ

60%

今回の授業を行うにあたって、

講師と協働して取り組んだこと

がありますか？

可能だと

思う

7%

一部可能だと思う

73%

可能だとは

思わない

20%

今後、同様の授業を先生ご自身

で、あるいは地域の方々の協力

のもと、実施することは可能だ

と思いますか？

また同様の授業を教職員自身が地域の方々の協力のもとで実

施可能であるとの回答は僅か7%であったものの、一部可能

であるとの回答は7割以上となり、外部講師ありきではない

海洋教育の実践に繋がる可能性が見えました。一方で主目的

である講師と教職員の協働は4割に留まっており、教職員の

主体性を引き出す工夫がより必要であるとも考えております。

2022年度に引き続き、地域の素材を活かし外部講師ととも

に授業を作り上げる体験の提供を目指し、NPO法人黒潮実

感センターと連携し、同センター長の神田優さんを派遣する

取り組みを実施しました。2023年度は、未だ採択校がない

唯一の都道府県である群馬県への派遣がありました。

この出前授業では、出来る限り地域の自然や文化を素材に取

り入れ、日頃よく見る景色の中にいる生物や散在するゴミ、

人の営みを素材として用いることで、今まで気付けなかった

ことに新たに気付くことを経て、児童生徒だけではなく教職

員もそれぞれに学びを得られるよう工夫しています。また教

職員から児童生徒の理解度や関心の強さを確認したうえで、

教材や難易度を一緒に検討するようにしています。

授業後のアンケートでは、教職員・児童生徒双方から良好な

感想が得られました。理解のしやすさ、興味の湧きやすさで

8割以上、特に教職員においては9割以上から良い反応をいた

だきました。これは2022年度よりも高い評価であり、専門

性のハードルによりこれまで二の足を踏んでいた教職員にも、

海洋教育の面白さが伝わったのではないかと感じています。
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学習まんが「海のひみつ」

学研「まんがでよくわかるシリーズ」のタイアップ企画を利

用した、海洋教育普及を目的とする海洋に関する学習まんが

「海のひみつ」を制作しました。

https://kids.gakken.co.jp/himitsu/library210/

「一冊で海に関すること全てが分かるように」と、潮の満ち

引きなど日ごろの海から観察される基本的な海洋の知識と共

に、日本だけでなく世界的にも関心の高まっている高潮・津

波防災、そして地球温暖化をはじめとする現代の海洋が抱え

る課題について、広く学び考えられるようなまんがを目指し

制作した書籍は、教材として全国約20,000の小学校、3,200

の公立図書館、800の児童館に寄贈しました。学研webサイ

トでも3年間無料公開されるほか、簡易版冊子（日・英）等

も別途作成予定です。様々な場面での海洋教育の普及教材と

してご活用いただければ幸いです。

海洋教育指導案集理科編（仮）

海洋基本計画には、2025年までに全市町村で海洋教育の実

施が目標として掲げられ、国民への海洋の知識の普及啓発促

進、それに向けた教材等の充実が明記されています。しかし

ながら、学習指導要領総則に「現代的な課題」の一つとして

海洋が挙げられてはいるものの、従来の教科書の記載内容を

越えた内容を備えた教材が公的に出されることはなく、実際

に学校で海洋について何を教えるべきか分からない状況が続

いています。

分野横断的な海の学びは、多くの基礎科学の知識を組み合わ

せて理解することが求められます。その一方で、学校現場で

は専科制度が普及し始め、小学校でも教科別に担当教員が分

かれるようになり、さらには働き方改革によって教員の準備

時間の節約が課題となっています。

見慣れない海洋教育に取り組むためには、教え慣れた教科書

の内容を活用して進められることが重要な要素となっており

ます。

そこで弊所では、大日本図書の協力の下、理科の教科書の学

びを海に結び付けるための指導案をまとめた書籍を作成する

こととなりました。異なる学年の学びを先取り・復習しなが

ら、子ども達により海に関心を寄せ「なぜこの現象がおこる

のだろう」と考えるきっかけとなるような授業を展開できる

内容とする予定です。

ました。

国内に限らず、英訳版として世界の子供たちにも手に取って

もらえるよう、国連IOC-UNESCOが中心となって普及が進

められている海洋リテラシー（Ocean Literacy）や、国連海

洋科学の10年（2021-2030年）の目指す成果として掲げられ

ている7つの海（「きれいな海」「健全で回復力のある海」

「予測できる海」「生産的な海」「安全な海」「万人に開か

れた海」「夢のある魅力的な海」）が、互いに組み合わさり、

ひとつながりの海として読み進められるよう、ストーリーが

組み立てられています。

https://kids.gakken.co.jp/himitsu/library210/
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海洋リテラシーの世界的普及に向けて

2023年7月12日に、IOC-UNESCO事務局長から加盟各国の

組織に向けて、「2025年までに、持続可能な開発に向けた

教育の一環として、海洋リテラシーを学校カリキュラムに組

み込むこと」が要請されました。2022年に公表された”A Ne

w Blue Curriculum” により、世界中の政策立案者に海洋リ

テラシーの導入が推奨され、さらにIOC-UNESCO事務局長

から正式に要請文が出されたことで、世界的な海洋リテラ

シーの普及活動が本格化しています。

本プログラムの地域展開部門で作成された副読本のうち、北

海道・羅臼町・竹富町ではOcean Literacy for All (OLfA) の

7つの基本原則を取り入れています。また、洋野町・気仙沼

市・大牟田市ではOLfAをベースに独自の基本原則を構築し

ています。このように地域の海に係る産業や伝統文化と共に

海洋に対する理解を深めることは、世界各地で海洋リテラ

シーを普及を進める上でも重視されています。

国際会合への参加

（1）台湾海洋国際フォーラム

2023年6月に台湾で開催された、台湾海洋国際フォーラムに

て基調講演（表題：Ocean education for enhancing the sy

mbiotic relationship between mankind and the ocean）を

行い、日本の海洋教育のこれまでの経緯と共に、最近の事例

として本プログラムの成果を紹介しました。

臺灣海洋大学の台湾海洋教育センターの張教授の案内により、

台南市の海洋教育拠点校を2校見学しました。バイリンガル

実験校でもある西門実験小學では、同校に隣接し海に面した

国立公園で観光ガイドを英語で行う実習や、ヨットやカヌー

などのマリンスポーツなどに取り組んでいました。漁光分校

では地域の自然環境の保全活動や水産業と連携した学びが展

開されていました。見学した時点では、地域に根差した体験

活動を中心とした海洋教育が主流でしたが、同年11月から全

台湾で共通の海洋教育の教科書の配布が始まりました。今後、

教科書ベースの学習の効果、地域の学びの継続の有無など、

現場で様々な変化が予想されます。

（2）太平洋教育者ネットワーク（IPMEN）

2023年7月にカナダのヴィクトリア大学で開催された太平洋

教育者学会に対面参加しました。全体テーマ「伝統的な生態

学知識（TEK）と海洋リテラシーの接続」の下、各国の先住

民族の伝統的な海の言い伝えや知識、今も残る生活習慣など

が紹介されました。日本からは、東京海洋大学の佐々木剛先

生の地域に根差した水圏教育プログラムの理論と実践、およ

び本プログラムにおける津波および防災学習の取組事例を発

表しました（表題：Traditional knowledge of tsunamis pas

sed down in remote areas）。

今後の展望

日本における海洋教育の豊富な取組みの殆どが、これまで海

外に知られることがなかったので、台湾、IPMENを皮切り

に、今後も海外で紹介すると共に、今後国内の海洋教育の普

及を促進する上での改善策を得るため、各地の事例を収集し

ていきたいと考えております。
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若者が海に関心を持ち、海に触れていくよう、海洋教育の取

組を強化していくため、2016年7月に立ち上がった、産学官

オールジャパンによる海洋教育推進組織「ニッポン学びの海

プラットフォーム」。関連省庁としては、2017年及び2018

年の改訂において、学習指導要領の海洋に関する教育につい

ての指導の充実が図られたとして、引き続き学校における海

洋に関する教育を推進することとしています。しかし、実態

として、充実したとされる箇所は社会科の領土・産業に関す

る部分的な記述のみにとどまっています。海そのものへの関

心を促し、海を実際に見て探究してみようと思う、いわば科

学的な項目や、文化や歴史に関する項目は増えていません。

総則解説でカリキュラムマネジメントの事例として挙がって

いるものの、教科間連携としては内容に乏しい状態です。真

に海洋立国として海洋の重要性を今一度見直し、周辺各国・

世界の先陣を切れる人材を成す海洋教育として、公的教育課

程において海そのものや海を舞台とする様々な人の営みを知

り学ぶ内容を充実すべきであると言えます。

第2回ニッポン学びの海プラットフォーム会合

第1回から1年以上経過した2023年5月に、第2回の会合が行

われました。省庁から内閣府・国土交通省・文部科学省、そ

対して、223件のパブコメが集まりました。そのうち32件が

教育に関するもので、関心の高さが伺えました。

結局第3期から大きく変わることはありませんでしたが、教

員はじめ大人の研修が必要であることが指摘されました。

今後の展望

2025年までの全市町村での海洋教育実践における本プログ

ラムの意義は、これまでの実践積上げだけではなく、未実践

の地域に先鞭を付けるという別の側面が加わる可能性が示唆

されます。過去の採択校を含め、周辺の学校にとっての「パ

イオニア」となるべく、過去の実践を容易に参照できるデー

タベースを整備する必要があります。

第4期海洋基本計画 2023年4月28日閣議決定

第1部 海洋政策のあり方

3-3．着実に推進すべき主要施策の基本的な方針

(6) 海洋人材の育成・確保と国民の理解の増進

(略)海洋人材の育成は、子どもや若者が海に親しみを持ってもらう中
で、海に関わる産業の存在や、その重要性、将来性、魅力を認識す
ること等により関心を持つところから始まる。このため、学校を中
心として海洋に関する教育を推進する。(略)

イ 子どもや若者に対する海洋に関する教育の推進

海洋立国の将来を担う多くの海洋人材を輩出することが期待される
という観点からも学校を中心とした海洋教育を重視すべきである。
小学校、中学校、高校の学習指導要領において、海洋に関する教育
についての指導の充実が図られたことも踏まえ、引き続き、学校に
おける海洋に関する教育を推進する。

また、子どもの関心が多様化する中で、関心のある子どもたちの学
びの機会の提供を促進する。このため、子どもたちが海に直接親し
む機会を創出する。また、デジタル技術を活用しつつ地域の大学、
研究機関、学会、博物館・水族館、NGO/NPO、観光業等と連携し
て特色ある海洋教育を実施するためのコンテンツを整備していく。
特に、海洋分野としてSTEAM教育へ貢献すべく、産学官が連携して
取り組む。

さらに、教える側の海洋に関する学習の機会を増やすことで、海洋
リテラシー向上を図っていく。

第2部 海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべ
き施策

9. 海洋人材の育成と国民の理解の増進

(2) 子どもや若者に対する海洋に関する教育の推進

○2025年までに全ての市町村で海洋教育が実践されることを目指し、
「ニッポン学びの海プラットフォーム」の下、関係府省・関係機
関間の連携を一層強化する。（内閣府、文部科学省、農林水産省、
経済産業省、国土交通省、環境省）

○学校現場で活用できる副読本（インターネット上におけるものを
含む。）の開発や、施設見学、キャリア教育・教科等横断的な学
習の推進、教員がアクセスして使えるデータ利用・教材作成の手
引きの充実等を通じ、教育現場が主体的かつ継続的に取り組める
ような環境整備を行う。教える側のリテラシー向上に向けて、教
育委員会等向けに、海洋に関するコンテンツ・情報の発信を行う。
特に、海洋に関する科学的な理解を深めるため、副読本において、
大学・研究機関等における研究開発の最新の状況を児童生徒の発
達段階に応じて解説・情報発信する。また、関係府省・関係機関
と連携し、STEAM教育を推進する。（内閣府、文部科学省、経済
産業省、国土交通省）

○海洋に関する教育の総合的な支援体制を整備する観点から、学校
教育と水族館や博物館等の社会教育施設、水産業や海事産業等の
産業施設、国立研究開発法人等の研究機関、海に関する学習の場
を提供する各種団体等との有機的な連携を促進する。（文部科学
省、農林水産省、国土交通省）

して新たに環境省、水産庁が会合メンバーとして加わり、経

産省からはオブザーバー参加がありました。各省庁で構築し

たウェブサイトやデジタル教材などの教育的リソースの活用

について議論がなされました。当研究所からは、当年度まで

の実施概況を報告し、ただの詰め込み教育にならないよう子

どもたちの興味関心が海に向くように取組むことの重要性と

ともに、海との距離や地域差・学校間による取組みの差を埋

めるための関係府省庁との連携強化を訴えました。

第4期海洋基本計画パブコメその後制定

内閣府総合海洋政策推進事務局により2023年3月13日から開

始された「新たな海洋基本計画の策定に関する意見募集」に

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&Mode=0&bMode=1&bScreen=Pcm1040&id=095230260
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東大和市立第三中学校では「教員同士の理解や連携」「授業

時間の確保」が、八王子市立横山中学校では先述の2点に加

え「外部講師の依頼・確保」「専門知識等の不足」が重要視

されていました。

(3) 海への意識、および海洋教育の認知度

社会教育と連携した科学教室イベント(2024年2月11日 日野

市環境フェア 明星大学イベントブース「サメの歯化石から

学ぶSDGs」)が実施された地域の一般市民を対象に、海に対

する意識、および海洋教育の認知と経験についてアンケート

調査を行いました(参加者約300名中83名が回答)。

参加者の多くは親子連れもしくは子ども同士の友達連れで、

回答者の半数近くは未就学児でした。「海洋教育」という言

葉を知っていて「学校でも学んだ」と回答した6件のうち子

どもの回答は2件ありました。約9割の家族が1年間に海に

「一度も行かない」「行っても5回未満」でしたが、イベン

トを通じて海に興味を持った子どもたちが9割を占めました。

多摩の山地が近い内陸部であっても、海への関心を喚起する

イベントの効果が示唆されました。

ACTION09：調査・研究

｜9

効果的な海洋教育の普及やプログラム・教材等を企画・運営

にあたり、調査・研究を行いました。

(1) 教科と海洋の繋がり

海洋教育の実験実習を理科以外の教科へ繋げるため、現場教

員がどのように捉えているかを調査した結果を、日本地球惑

星科学連合(JpGU)2023大会で発表しました。

小熊幸子・和田薫・浦田慎（2023）「海洋教育の普及に

向けたイカ解剖実習の取組み」 日本地球惑星科学連合202

3年大会 https://confit.atlas.jp/guide/event/jpgu2023/su

bject/G03-04/advanced

教員自身が専門分野以外に視野を広げ、取組みに領域的な幅

を持たせることは、教わる児童・生徒にとって有用であると

事務局として考えています。

(2) 学校における海洋教育の継続

能登里海教育研究所の浦田慎博士による講義とスルメイカ解

剖実習の実施後、海に対する意識、および学校・地域におけ

る海洋教育の継続的な実施において重要と思われる要素につ

いてアンケート調査を行いました。

東大和市立第三中学校(n=7) 八王子市立横山中学校(n=8)

(4) 教材・指導案やwebアプリ等の需要

海洋教育に関する教材やwebアプリ等を検討するため、教員

の利用状況や需要に関するアンケート調査を行いました(本

プログラム採択校対象・回答43件)。

教材や指導案を提供しているポータルサイト・ライブラリ・

共有サイト、webアプリ、教材パッケージの使用経験がない

学校が4割近くありましたが、殆どの教員はそのどれかを

使ってみたいと考えていました。具体的に教科や内容をイ

メージできている教員からは、実験器具や教材・ワークシー

トの要望が挙げられましたが、各校・地域の実態に合わせる

必要性から、定型的な教材はかえって使い勝手が悪いのでは

ないかという指摘もありました。また、海洋教育の導入に使

える簡易的な副読本と指導案について、ある程度の需要は見

込まれましたが、目的の明確化や初めての教員でも使える分

かりやすさが求められていました。

26 17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海洋教育に関する導入編の指導案の使用見込み

使いたいと思う わからない 使いたいと思わない

3 39 1

ポータルサイト、アプリ、パッケージの使用見込み

どれも使ってみたい 一つ以上使ってみたい

どれも使いたくない

教材パッケージについての回答：抽出語による共起ネットワーク図

https://confit.atlas.jp/guide/event/jpgu2023/subject/G03-04/advanced
https://confit.atlas.jp/guide/event/jpgu2023/subject/G03-04/advanced
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本プログラムのwebサイト等において、プログラムの成果発

信や各校・各地域の取り組みの周知、海洋教育の機運を高め

ることなどを目的として、様々な情報発信を行いました。

https://www.spf.org/pioneerschool

お役立ち情報

海洋教育に使える教材や参考文献など様々な情報を掲載して

います。

https://www.spf.org/pioneerschool/useful/

イベント情報

2022年度は、本プログラム主催のイベント12件、その他の

海洋教育に関するイベント11件の情報を掲載しました。各イ

ベントには海洋政策研究所の研究員も関わっています。

https://www.spf.org/pioneerschool/event/

メディア掲載情報・受賞情報・その他ニュース

2023年度は、メディア掲載情報35件(各種メディアに掲載さ

れた採択校・地域の活動等に関する記事)、受賞情報2件(採

択校・地域の活動などが受けた賞等)を掲載しました。学校

の社会関与を進めることも目的としています。その他ニュー

スには、海洋教育に関する情報や論文などを掲載しました。

https://www.spf.org/pioneerschool/news/

広告記事

読売KODOMO新聞、読売中高生新聞、日本教育新聞に、

海洋教育や本プログラムに関する広告記事を掲載しました。

https://www.spf.org/pioneerschool/news/

海洋教育見聞録

本プログラムスタッフが視察・取材させていただいた海洋教

育の活動を、見聞録として記事にしました。

https://www.spf.org/pioneerschool/news/

https://www.spf.org/pioneerschool
https://www.spf.org/pioneerschool/useful/
https://www.spf.org/pioneerschool/event/
https://www.spf.org/pioneerschool/news/
https://www.spf.org/pioneerschool/news/
https://www.spf.org/pioneerschool/news/
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2023年7月にUNESCO-IOCから全ての加盟国に対し「2025

年までに持続可能な開発の教育(ESD)の一環として学校カリ

キュラムに海洋リテラシーを含める」という要請が出され、

海洋の問題は地球規模であり全人類で取り組むべきであると

いう姿勢が明確に示されました。国として海洋とその教育に

対する姿勢を世界に示すことに繋がると考えられる一方で、

世界的に共有の進む海洋リテラシーを既存の教科やカリキュ

ラムに接続することが必要となっています。

本プログラムにおいては、採択校が2016年度からの合計で、

群馬県を除く全国46都道府県にわたり577校(延べ1,485校)と

なりました。地域展開部門では、全国14地域で副読本が作成

され、さらに地域版海洋リテラシーの作成や、自治体の総合

計画および教育大綱に海洋教育が盛り込まれるなど、教育政

策での先駆的な取り組みが行われている地域もあります。20

23年度は、海洋教育研究会、サンセットトーク、全国海の学

び発表交流会等を通した海洋教育の仲間づくりや、国際会合

への参加・事例発表にも積極的に取り組み、グローバルな課

題への取り組みの少なさや教科と海洋の接続、継続性の問題

等の課題を改めて感じました。

本プログラムでは、2024年度も引き続き助成事業を中心と

して、海洋リテラシーを踏まえた学習内容の整備や指導資料

の充実、過去の実践事例のまとめや分析、児童生徒の学びの

見える化、国際的な連携など、様々な取り組みを通じて海洋

教育の普及に努めるとともに、各校における取組みの継続に

向けてより効果的な事業の在り方について検討していきたい

と考えております。



出典等

表紙 写真: 洋野町立宿戸小学校

p.1 写真: 御宿町立御宿中学校

p.2 地図: 地理院地図(https://maps.gsi.go.jp/)にて作成
The bathymetric contours are derived from those contained within the GEBCO Digital Atlas, published by the BODC on behalf of IOC and IHO (2003) (https://www.gebco.net)
海上保安庁許可第292502号(水路業務法第25条に基づく類似刊行物)
Shoreline data is derived from: United States. National Imagery and Mapping Agency. "Vector Map Level 0 (VMAP0)." Bethesda, MD: Denver, CO: The Agency; USGS Information Services, 1997.

写真: (上から)君津市立貞元小学校、鶴岡市教育委員会(「加茂地域における学びと体験活動に関する連記協定」締結式)

p.3 写真: (左下)阪南市立尾崎小学校

p.4 写真: (左下)2023年7月28日 2023年度 海洋教育研究会 (中上)2024年1月26日 海洋教育研究会サンセットトーク第16夜 (右下) 2024年2月10日 全国海の学び発表交流会2023

p.5 写真: (右下)羅臼町立羅臼小学校

p.6 画像: (左下)「海のひみつ」表紙案（2024年5月段階）

画像: (中下)Gakkenキッズネット まんがでよくわかるシリーズ (https://kids.gakken.co.jp/himitsu/)

p.7 画像: (左下)Call to include Ocean Literacy in school curricula by 2025 as a part of the Education for Sustainable Development, 
IOC Circular Letter, No 2951, 2023.7.12 (https://oceanexpert.org/document/32903)

写真: (中下左上)2023年6月7日 台湾海洋国際フォーラム, 台南市
(中下右上)臺南市安平區西門実験小學における海洋教育の一環としての観光ガイド実習
(中下左下)臺南市安平區億載國民小學漁光分校の取組紹介の一部 (中下右下)漁光分校にて自作の海の詩を朗読する児童

写真: (右中上)2023年7月 太平洋教育者学会(IPMEN 2023 conference Canada), BC Canada (https://ipmen.net/home)
(右中下)小熊幸子, Traditional knowledge of tsunamis passed down in remote areas (オンライン配信の様子)

p.8 画像: (左下)内閣府 ニッポン学びの海プラットフォーム会合(第2回)
(https://www8.cao.go.jp/ocean/policies/education/manabi/manabi02.html)より

p.10 画像: (右上)2023年10月12日 読売KODOMO新聞

p.11 写真: 唐津市立浜玉中学校

海洋教育パイオニアスクールプログラム
レポート2023 VISION＆ACTION

2024年9月30日

海洋教育パイオニアスクールプログラム事務局

https://www.spf.org/pioneerschool/

公益財団法人 笹川平和財団 海洋政策研究所

https://www.spf.org/

巻末言

1853年ペリーの黒船来航をきっかけに日本は開国に向かったわけだが、2024年現在、未だに情報鎖国が続いていることは、あまり認識されていない。今年はフ

ランスで4年一度の世界で最も過酷な競技と言われる無寄港単独で北半球から南半球を縦に地球一周するヨットレース、ヴァンデー・グローブが開催され、アジア

人で過去唯一同レース完走経験者の白石康次郎さんが挑戦される。フランス西部を本拠地とする白石さんが帰国された折に、フランスでの海洋教育の話を伺った

が、幼少期から殆どの学校で海洋教育が施され、テレビの長寿番組としても海洋教育関係の番組が複数あるとのことだった。フランスに限らず、スペインやポル

トガル、南米チリやペルー、そしてアジアの近隣国に目を向けると、中国、台湾、韓国では国や自治体と民間が力を合わせて非常に積極的に海洋教育を展開して

いる。この事実を「所詮、よその国のことでしょう。」と、真に受けず、「海洋」には相変わらず教育として取り組むべきプライオリティが低いままなのが、残

念ながら日本の現状である。地政学的に国を維持するための海洋への依存度が高い限り、近い将来、必ずこのツケが回ってくる。海洋教育パイオニアスクールプ

ログラムは、この情報鎖国を打破して、全ての日本人が海洋に対する正しい認識を持つことを大きな目標として進められている。

笹川平和財団・海洋政策研究所 所長 阪口 秀

https://maps.gsi.go.jp/
https://www.gebco.net/
https://kids.gakken.co.jp/himitsu/
https://oceanexpert.org/document/32903
https://ipmen.net/home
https://www8.cao.go.jp/ocean/policies/education/manabi/manabi02.html
https://www.spf.org/pioneerschool/
https://www.spf.org/
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